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リード文

科学技術・イノベーション政策の一類型である科学、技術、および、イノベーションのための政

策の中でも、科学・技術を起点としたイノベーションの実現を目指した政策の執行には、産業界、

省庁および独立行政法人、大学が主に関わりうる。それぞれのアクターは、それぞれの理念、目

標、行動規範がある。異なるアクター同士が連携することは容易ではない。これらの間でどのよう

な権限分配 (＝ガバナンス)を行い、また、資源を有効に使う体制や行動規範を作る (＝マネジメン
ト)べきなのだろうか。
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本文

1 産官学のガバナンスのあり方:誰が主導するべきか？

科学技術・イノベーション政策のうち、科学、技術、および、イノベーションのための政策 (2.1.1.
参照)の核の一つは、科学・技術を起点としたイノベーションの実現にある。科学・技術を起点と
したイノベーションにおいて、産、官、学の相互作用が欠かせないことは、米国での数多くのイノ

ベーションの事例の分析を通じて確認されてきた。ではこの相互作用を生じさせる制度や連携の

仕組みをどのように設計すればよいのだろうか。言い換えると、誰が主導する仕組みが望ましい

かという意味での「ガバナンス」が論点になる。1990年代初頭から科学・技術を起点としたイノ
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ベーションの文脈でインパクトを与えたキーワードは、スタンフォード大学のヘンリー・エツコ

ウィッツ教授が 1993年に提唱した"triple helix"(産学官の三重らせん構造)論である (Etzkowitz and
Chunyan, 2017)。
大学は基礎研究を行い、その成果が何らかのチャネルを通じて産業界に移転し、応用研究が進め

られ実用化に至るというものが、従来の産学の関係の有力な理解であった。しかし、現実には研究

成果を積極的に実用化する道を探り、時にライセンスを行い、時に大学発ベンチャーを積極的に作

り出す「企業家・起業家的大学 (entrepreneurial university)*1」が存在し、そこからいくつもの科学・
技術を起点としたイノベーションが生まれていた。産業界も単に知識の移転を受けるだけの立場で

はなく、知識の創造に積極的に関与し、大学と協働して研究開発人材の強化を図っていた。国は、

単なる公的な研究費の提供者にとどまらず、イノベーションの種となる萌芽的な科学・技術を探索

し育てる役目や、事業化の初期のフェーズにある成果に対してベンチャーキャピタリストとして資

金提供を行う役目を果たすことで、これらの動きを支えていた。triple helix論は産官学の 3つのア
クターが相互に絡まりながらイノベーションに向かって進んでいることを、遺伝子の三重らせん構

造に例えたものである。

3 つのアクターが相互に関わり合う一例として、国が主導して萌芽的な研究や大型の研究資金
が必要な研究を産学連携で進めることを支援する政策が挙げられる。このような政策の歴史は古

い。とくに宇宙技術、軍事技術でこのような取り組みが複数見られた。著名な例が米国航空宇宙

局 (NASA)が 1961年から 11年間行った、有人宇宙飛行による月探査を目標とするアポロ計画で
ある。産学の約 20,000機関が参加したこの取組は、宇宙技術の発展と、関連産業の発展に大きな
影響を与えた。より直接に産業政策として注目を浴びたものが、日本で 1976年に立ち上がった超
LSI 技術研究組合であった。大型コンピューター向けの集積回路の国産化を目指し、通商産業省
(現: 経済産業省)の主導で、工業技術院 (現: 産業技術総合研究所)と東芝、日本電気、日立製作所、
富士通、三菱電機が共同して超 LSI製造装置の開発を進めた。この成果は 1980年代の日本の半導
体産業の発展に繋がったと評価されている。このように競合企業が連合して技術開発にあたる取り

組みは、当時の米国では独占禁止法 (反トラスト法) に抵触する恐れがあり、実施が困難であった
(立本博文, 2017)。国が主導し目標を定め、競合企業を含めた産学のアクターの能力を集約すると
いうガバナンス形態は、技術キャッチアップの手法としては有効に作用した。

ところが、イノベーションについては必ずしもこの手法が最適解ではない。例えば、太陽光発電

の産業化のきっかけになった「サンシャイン計画」は、国が主導した計画どおりには行かず、むし

ろ、産業界の側からの動きとそれに対する国との相互作用によって予定していなかった形での成

功を収めていたことが、経営史の研究から示されている (島本実, 2014)。イノベーションのように
不確実性の高い目標を掲げる取り組みでは、triple helix論が示すとおり、3つのアクターが創発的
な関係を構築できるガバナンス形態をとることによって、市場の動きを機動的に捉え、また、イノ

ベーションの実現に必要な資源を迅速に確保することに繋がる。

具体的に我が国でのガバナンス形態別の政策実施手段の例を列挙すると下表 1のとおりである。

*1ここでの entrepreneurial（企業家・起業家）は新たな企業を興すか否かは問わず、新たな事業を立ち上げる行動を指す
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官主導のものは確実な実行が期待できる。一方、折衷形態は、産官学の創発性を期待できる。どの

ようなガバナンスがどのような条件で有効かについての学術的な知見の蓄積は乏しく、今後の研究

に委ねられている。

表 1 ガバナンス形態別の科学、技術、および、イノベーションのための政策実施手段例

(注)研究開発には、基礎的な研究開発だけでなく、応用技術開発、研究成果の社会実装のための実証研究を含む
(出所)ユージン=バーダック (著)白石賢司・鍋島学・南津和広 (訳) (2012)、秋吉貴雄 et al. (2015)を手掛かりに執筆者

作成

2 産官学連携におけるアクター間のマネジメント:どのように資源
を有効に活用するか？

産官学の連携は科学・技術を起点としたイノベーションの達成に大きな貢献をし得るが、その連

携は必ずしも容易ではない。それぞれのアクターは異なる目標、行動原理で動いている。産側は営

利が主たる目標ではあるが、長期的な組織の存続や社会貢献も目標となっている組織も少なくな

い*2。官側は、社会の安定と発展を目標に行動をしている。学側は、大学であれば、教育、研究、そ

してそれらの成果の社会への提供が目標となり (学校基本法 83条)、公的研究機関であれば中長期
的な視点に立った科学・技術の試験、研究・開発が目標となる (独立行政法人通則法 2条 3項参照)。
組織としての目標・行動原理の差異に加えて、組織の構成員の目標・行動原理の差異も障壁とな

る。例えば産側を例に取ると、組織が崇高な社会貢献を理念として掲げていても、現場の従業員に

その社会貢献のインセンティブが不十分であれば、社会貢献活動の実行は容易ではない。産側では

構成員に対するインセンティブの設計は多様であり、給与制度、人事評価制度、組織文化など様々

な手段を通じてインセンティブが形成される。さらに、その形成も、組織内で異なっていることが

ある。官側では、海外においても日本においても、組織の維持 (戸矢哲朗 (著)青木昌彦 (監訳)戸矢
理衣奈 (訳) (2003)) や組織の権限の拡大 (加藤淳子 (1997)) が構成員の行動原理の一つとなってい
る。省により情報収集のチャネルや政策形成プロセスを始めとする業務ルーチンが異なっている

(城山英明 et al. (1999);城山英明 and 細野助博 (2002))ことも相まって省ごとの単位で行動原理の
違いが現れやすい可能性がある。学側は、テニュア職でない、つまり、任期付き雇用であることが

多い若手研究者を中心に、学術研究の成果を出すことへのインセンティブが強い傾向がある。この

傾向が主要国で共通であり、産学連携活動に関わりやすいのは専らテニュア職を得た者である傾向

*2営利への要請が強く働く企業は、上場企業や、非上場であっても短・中期の利益獲得を目的とした株主からの圧力が
かかりやすい株主構成の企業である
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があることが知られている (たとえば、イギリスの大規模なデータを使った分析結果として (Abreu
and Grinevich, 2013))。言い換えると、学は個人単位で多様な行動原理を示す傾向があるといえる。

表 2 アクター別の目標、行動原理

(出所)執筆者作成

このように、産官学の連携で研究開発を実施する際には、異なる目標、異なる行動原理の調整が

強く求められる。とくに問題になりやすい第一の論点が、目標の設定である。産側は製品・サービ

スとの関連を求めるが、学側は学術研究としての独創性、新規性を好む (Nelson, 2004)。第二が、
成果の公開の取扱いである。産側は成果を秘匿し、独占的な利益を獲得することを目指す一方、学

側は成果を公開し、広く普及する (または研究者、機関の名声を高める)ことを目指す。とくに大学
院生が関わった場合は、学位取得のために成果を論文の形で早期に公開することを強く求める傾向

がある。しかし、成果が公開されると、関与した産側は成果を独占的に使う機会を失う。両者の利

害の調整のため、成果の公開前に特許出願の機会を確保するような研究開発の運用をするなど、相

互にとって連携をする便益がある運用が求められる。第三が、知的財産権の取扱である。長く費用

の分担や利益の分配の基準について合意形成の難しさが指摘されてきた。とくに、大学側は実施の

しようがないため、共同出願特許において産業側に不実施補償を求める実務運用が多かったが、産

業側との不一致点の一つとなってきた。

これら、実務的な論点については長平彰夫 and 西尾好司 (2006) が詳しい。学術的にどのよう
なマネジメント上の論点が研究されてきたかについてこれまでの知見を整理したものとしては

Perkmann et al. (2013)が存在する。とはいえ、最適なマネジメント方法についてはいまだ模索の途
上であり、とくに我が国では十分な連携の体制に至っていないとの認識がある。このような背景の

もと、2016年には文部科学省と経済産業省が連携して「産学官連携による共同研究強化のための
ガイドライン」を公表し、マネジメント上の論点と、それに対する処方箋を提示している。

なお、この産学官の連携は、オープンイノベーションの文脈でも重要視されている。オープンイ

ノベーションは、組織外の技術や人材、サプライチェーンなどを活用してイノベーションを起こす

ことや、自組織のアイディアや技術などを組織外に出し自組織では様々な制約から達成困難だった
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イノベーションを起こすことを指す。この動きは、(1)人材の流動性の増加、(2)ベンチャーキャピ
タルの興隆、(3) イノベーション創出におけるサプライチェーン上の各プレーヤーの役割の増加、
によって、一組織でイノベーションを起こすことの必然性がなくなってきたために生じたものであ

る (Chesbrough, 2003)。この動きのなかで、大学は重要なオープンイノベーションのパートナーと
して位置づけられている。

3 産官学連携活動のマネジメント:社会との関係への注力

産官学の連携活動では連携に直接に関わるアクター間の利害調整だけでは不充分である (「産学
官連携による共同研究強化のためのガイドライン」も参照のこと)。重要なマネジメント上の論点
が、利益相反のマネジメントである。産業界と協同することで、学術活動の公平性が失われ、バ

イアスがかかってしまうのではないかと社会に受け止められることや、実際にバイアスがかかっ

てしまうことが生じうる。とくに医学、創薬領域では大きな論点となっている (例えば、Krimsky
(2003))。
このマネジメントは社会との関係のマネジメントとも位置づけられる。同様に社会との関係でマ

ネジメントの対象となるものが、個人情報の取扱や安全保障貿易管理、または、成果の発信 (広報)
などである。これらは、その管理体制や管理方式の違いが連携の支障になり得る。悩ましいこと

に、これらのリスクのマネジメントは個々に専門性が高く、マネジメントが断片化してしまいがち

である東京大学 STIG (2017)。プロジェクトに十分な従事ができ、かつ、高度な専門性を持ったリ
サーチ・アドミニストレータの配置が一つの解になりうるが、そのための間接経費の手当が必要に

なるなど、課題は残されている。

また、科学・技術研究の多くが税金によって支えられており、かつ、その成果が市民生活に影響

を与えうることから、科学・技術研究に関する市民との適切なコミュニケーションも求められる

(詳細は 3.2参照)。加えて、近年オープンサイエンスの動きが活発になりつつあり、その一つとし
て従来の科学・技術コミュニティの外に位置する市民を巻き込んだ形の科学・技術研究も広がり

つつある。最も単純な例では、クラウドファンディングを通じた研究資金の調達と、その成果の

フィードバックが挙げられる。このような取り組みを通じて、市民は研究の意義や研究費の使途、

そして研究成果の情報にアクセスしやすくなる。この他にも、アイディアを広く市民に求める科

学・技術研究も現れつつある。
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4 まとめ

図 1 STI政策執行におけるアクター間関係のガバナンス

出所: 執筆者が作成。
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• 経済産業省:大学発ベンチャーに関する基礎調査 http://www.meti.go.jp/policy/
innovation_corp/start-ups/start-ups.html

• 文部科学省科学技術・学術政策研究所「大型産学連携のマネジメントに係る調査研究」
[DISCUSSION PAPER No.127]

関連する拠点授業科目、関連する研究プロジェクトの情報

• SciREX事業基盤的研究・人材育成拠点個別政策課題プロジェクト「イノベーション創出に
向けた産学官連携:知識マネジメントと制度設計」
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